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資料３ 
 

自動車の点検整備及び整備事業について 
 

１．点検整備について 

 自動車の点検整備は、自動車の安全、環境性能を維持するために行うもの

であるが、点検整備作業には、 

①タイヤの空気圧、エンジンオイルの確認など、日常的に行うもの 

②ブレーキパッドの磨耗状態、ブレーキホースの劣化状態の確認など、使

用過程において車検整備等の際に一般的に行われるもの 

③事故車両の整備 

④ユーザーニーズに応じて行われるもの（エンジン洗浄など） 

がある。 

 これらのうち①、②については、道路運送車両法に基づく点検基準（省令）

において、「日常点検」「定期点検」と定められている。 

 定期点検は、車種（乗用車、貨物車等）ごとに、点検の項目、点検の周期

が定められており、乗用車は１年、貨物車は６月等一定の期間ごとに実施す

ることとなっている。 

 また、日常点検は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切

な時期に行うこととなっている。 

 

 

 

２．自動車整備事業について 

 自動車整備事業については、上記１．の各整備作業を担う役割を果たして

いるが、その事業形態は、自動車ディーラー、専業工場、車体工場等と様々

であり、事業規模に関しても、中小零細企業が多く、従業員数が１０人以下

の事業場が約７割を占めている。 

 特に、ブレーキ等の装置を取り外して行う点検整備（分解整備）を行う場

合には、国の認証を取得する必要があり（認証工場）、点検整備に加えて検査

を行う場合には、国の指定を取得する必要がある（指定工場。いわゆる「民

間車検工場」）。 

 全国に認証工場は約９万工場あり、指定工場は約３万工場存在しており、

また１事業場当りの年間整備入庫平均台数は、約 1700 台となっている。 
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専業 兼業 ディーラー 自家 合計 

55,141 15,255 16,228 3,894 90,518 

車検整備 
定期点検 

整備 
事故整備 

その他の 

整備 
合計 

372 183 103 1,075 1,733 
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（平成 20 年度自動車分解整備業実態調査報告書より）

（平成 20 年度自動車分解整備業実態調査報告書より） 

（平成 20 年度自動車分解整備業実態調査報告書より） 

表 1）業態別事業場数 

表 2）1事業場当たり年間整備入庫平均台数 

図 1）従業員規模別事業者数 
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指定自動車整備事業の際に必要となる作業機械等一覧表

機器名 備考
ホイール・アライメント・テスタ又はサイドスリップ・テスタ
ブレーキ・テスタ
前照灯試験機
音量計
速度計試験機
一酸化炭素測定器
炭化水素測定器
黒煙測定器又はオパシメータ

プレス
エア・コンプレッサ
チェーン・ブロック
ジャッキ
バイス
充電器
ノギス
トルク・レンチ
サーキット・テスタ
比重計
コンプレッション・ゲージ
ハンディ・バキューム・ポンプ
エンジン・タコ・テスタ
タイミング・ライト
ノズル・テスタ
シックネス・ゲージ
ダイヤル・ゲージ
トーイン・ゲージ
キャンバ・キャスタ・ゲージ
ターニング・ラジアス・ゲージ
タイヤ・ゲージ
亀裂点検装置
検車装置
一酸化炭素測定器 （再掲）
炭化水素測定器 （再掲）
ホイール・プーラ
ベアリング・レース・プーラ
グリース・ガン
部品洗浄漕

シャシ・ルブリケータ
オイル・バケットポンプ
ホイール・バランサ
フリー・ローラ 保有することが望ましい
ラジエータ・キャップ・テスタ
レギュレータ・テスタ サーキット・テスタで代用できる場合、省略可
コンデンサ・テスタ サーキット・テスタで代用できる場合、省略可
コイル・テスタ サーキット・テスタで代用できる場合、省略可
電子計測機器 保有することが望ましい
検車装置 （再掲）

※認証工場においては、作業機械等の機器を備えればよい。
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